
 
 

参画と協働の推進方策の策定 

 
１ 概要 

 （１）策定の趣旨 

    参画と協働のさらなる展開に向け、「県民の参画と協働の推進に関する条例」に

基づき、「県民の自発的・自律的な地域づくり活動の拡がりに向けた支援指針」と、

「県行政への県民の参画・協働を推進するための計画」で構成する推進方策を策定

する（５年毎の改定）。 
 （２）位置づけ 

    県民の参画と協働の推進に関する条例第６条第２項及び第８条第２項に基づく

「地域づくり活動支援指針」及び「県行政参画・協働推進計画」 
 （３）構成 

    ・地域づくり活動支援指針  ７項目（現方策に１項目追加） 
    ・県行政参画・協働推進計画 ４項目（現方策と同様） 
 （４）期間 

    令和３～７年度までの５年間 
 
２ 策定経過 

 （１）県民生活審議会における検討・審議 

    ・県民生活審議会県民生活部会で、推進方策の改定に向け、参画と協働の更なる

展開の方向性について検討し提言 
・提言を踏まえた推進方策案を同部会で検討・審議 

 （２）パブリック・コメント（令和３年１月 20 日～２月 10 日）の結果 

    意見の提出件数：６件（３人） 
        （内訳）意 見 を 反 映：１件 
            既に盛り込み済：５件 
 
３ 策定スケジュール 

  令和２年 ９月 県民生活審議会からの提言 
      １２月 県民生活審議会県民生活部会開催 
  令和３年 １月 パブリック・コメントの実施 
       ３月 政策会議、策定・公表 
 
 
〈問い合わせ先〉 

企画県民部県民生活課参画協働・ボランタリー活動支援班 TEL 078-362-3996 

作 成 年 月 日 令和３年３月２２日 
作成部局課室名 企画県民部県民生活課 

 



 
県民生活審議会提言 ８項目  推進方策 

<提言１> 情報収集・分析・発信する力の強化 
○ＩＣＴ等活用した様々なメディアによる情報収集・発信促進 
○アプリ等を活用した地域内の情報共有促進 

 
→① 
→② 

(1) 
情報提供・ 
相談体制整備 

<提言２> 参加・スキルアップのきっかけづくりの充実 
○地域に参加するきっかけづくり 
○地域課題解決のための学習、スキルアップ、交流機会の充実 
○実践の場の提供、経験者のサポートの充実 

 
→③ 
→④ 
→⑤ 

(2) 
知識・技能の 
習得機会提供 

<提言３> 何かしたいときに気軽に立ち寄れる拠点の整備 
○地域の情報と多様な主体を結び、活動につなげる拠点機能の充実 
○オープンな場となるような拠点づくり 

 
→⑥ 
→⑦ 

(3) 
活動・交流拠点 

確保 

<提言４> 若者がチャレンジできる機会や雰囲気の醸成 
○若者の主体的な参加を促す仕組みの充実 
○世代間の相互理解、役割の継承が行われ、若者へ役割の委譲 

 
→⑧ 
→⑨ 

(4) 
人材確保 

<提言５> 事業を展開する力の強化 
○様々な手段による活動資金確保の仕組みの充実 
○地域の活動にビジネスの視点を導入 
○寄附・出資、企業協賛等による参画促進 

 
→⑩ 
→⑪ 
→⑫ 

(5) 
資金調達支援 

<提言６> 多様な主体と協働する力の強化 
○地域・団体・企業・大学等多様な主体との協働促進 
○都市と多自然地域などの地域間交流の促進 

 
→⑬ 
→⑭ 

(6) 
連携支援 

<提言７> 地域を持続的に運営する力の強化 
○合意形成・プロセス重視の仕組みづくり 
○必要に応じた地域組織等の法人化推進 
○新たな地域のあり方の模索 

 
→⑮ 
→⑯ 
→⑰ 

(7) 

仕組みづくり

支援 <提言８> できる時にできる方法で関わる仕組みの充実 
○地域への参加方法や関わり方の多様化 
○地域外からの参加を促す仕組みづくり 

 
→⑱ 
→⑲  

 
(1) 進行する人口減少 

将来推計（2015年→2030 年）県内人口：553万人→527万人 
(2) 小規模集落の増加 

小規模集落数の推移（2009 年→2018 年）：267 集落→577 集落 
(3) コロナ禍の影響 

県民交流広場施設運営の影響：66.7％が活動休止(緊急事態宣言中(R2.4.7～5.21)) 
(4) 地域社会運営上の課題 

・地縁団体の組織力の低下 
・スタッフの固定化や高齢化、人材不足79.9％、リーダー・後継者不足65.2％ 

  

○ 参画・協働条例に基づく「地域づくり活動支援指針」及び「県行政参画・協
働推進計画」として一体的に策定 

○ 現推進方策の運用期間(期間：平成28年度～令和２年度)が満了するため、参
画と協働の取組状況や県民生活審議会の提言等を踏まえ見直し 

○ 新たな推進方策は令和３年度～令和７年度を運用期間として策定 

１ 趣旨 

 

(1) 参画と協働による兵庫づくり 
参画と協働により多様な地域に多彩な文化と暮らしを築く美しい兵庫の実現を推進 

(2) 推進にあたっての３つの視点 
県民主役による展開、過程(プロセス)の共有、相互信頼のネットワークの形成 

(3) 多様な力が集まる住民主体の地域づくり  
よりよい地域づくりに向け、担い手となる人材を確保・養成し、多様な主
体と協働しながら複雑化する地域課題の解決にあたることが必要 

(4) 県行政への参画・協働の推進 
情報共有、協働事業実施等の取組を推進 

２ 社会背景と地域社会の課題 

３ 基本的考え方 

[参考] 県民生活審議会提言(R2.9)多様な力が集まる住民主体の地域づくり 

４ 地域づくり活動の支援の方向（地域づくり活動支援指針） 

(2) 
知識・技能の 
習得機会提供 

参加・スキルアップのきっかけづくりを充実 

全員活躍社会に向け、生涯を通じた学びを強化 
＊高齢者をはじめ多様な世代の生涯学習を推進                ←④ 
＊対面と遠隔を合わせた生涯学習システムの構築 
＊地域や企業での活躍を支えるリカレント教育の充実          ←④ 

＊住民交流を通じたきっかけづくりの充実                           ←③ 
＊地域課題解決のための学習、スキルアップ、交流機会の充実       ←④ 
＊ふるさとへの愛着を醸成する青少年の体験学習の充実       ←④ 
＊実践の場の提供、経験者等のサポートの充実                      ←⑤ 

(3) 
活動・交流拠点 

確保 
何かしたいときに気軽に立ち寄れる拠点の整備を支援 

＊地域の情報と多様な主体を結び、活動につなげる拠点機能の充実    ←⑥ 
＊空き家や遊休施設等を有効活用した拠点づくりの促進              ←⑦ 

(4) 
人材確保 

地域活動に取り組む多様な主体を支援 

活動に参画・協賛する人材を確保 
～若者がチャレンジできる機会や雰囲気の醸成～ 

活動団体の担い手の発掘と育成を推進 
＊リーダー育成への支援 
＊組織運営など専門的知識を有する人材育成の支援・団体運営のノウハウの提供 

＊大学生等と地域住民の連携による地域活性化に向けた活動の支援  ←⑧ 
＊世代間の相互理解が進み、役割が継承される雰囲気の醸成        ←⑨ 
＊誰もがあらゆるライフステージで活躍できる環境づくりの推進 

＊ボランティアグループ・ＮＰＯ等多様な主体による地域課題への取組の支援  
＊地縁団体等の活動への支援 
＊保有資源の活用や本来業務を通じた企業の地域貢献の支援 

(5) 
資金調達支援 

事業を展開する力の強化を支援 

活動資金を生み出す仕組みづくりを支援 

＊様々な手段による活動資金確保の仕組みの充実                     ←⑩ 
＊ボランタリー基金を活用し、地域づくり活動の拡がりに応じた支援を展開 

＊資金調達のノウハウ・事例の提供 
＊地域の活動にビジネスの視点の導入支援                           ←⑪ 
＊寄附・出資、企業協賛等による参画促進                           ←⑫ 

(6) 
連携支援 

多様な主体との連携・協働を支援 
＊地域・団体・企業等の多様な主体との協働促進                                                  ←⑬ 
＊ネットワーク会議や事業報告会を通じたつながり形成の支援 
＊災害に備えたネットワークの構築 

(1) 
情報提供・ 
相談体制整備 

ＩＣＴを活用した情報収集・分析・発信する力を充実・強化 

地域づくり活動に関する情報をわかりやすく提供 

活動の段階に応じた幅広い相談に対応 

＊高度なデジタル通信サービスの環境整備             ←① 
＊デジタルリテラシーの向上を支援                ←① 
＊アプリ等を活用した地域内の情報共有促進                        ←② 

＊コラボネットなどを活用した地域づくり活動に関する情報収集・発信の促進←① 
＊各種支援施策、日本遺産や地域の文化、歴史等の地域資源に関する情報を提供 

＊県民局・県民センターや生活創造センターにおける相談体制の構築 
＊ひょうごボランタリープラザとＮＰＯ等との連携による相談体制の充実 

地域資源や基盤を活用し、地域間交流を促進 

関係人口など地域外からの参加を促す仕組みづくりを推進 

＜できる時にできる方法で関わる仕組みの充実＞ 

コロナ禍をきっかけに生まれた地域づくり活動を促進 

＜地域を持続的に運営する仕組みの強化＞ 

持続可能な地域コミュニティの基盤形成を支援 

<提言１> 

＊日本遺産や歴史文化遺産等、地域資源を活かした交流促進         ←⑭ 
＊広域的な地域間交流を支える交通基盤の充実                      ←⑭ 

＊交流や将来的な移住につなげるひょうごｅ-県民登録事業の拡充と地域 
＊情報の発信強化                                                                                                                               ←⑲ 
＊地域おこし協力隊や県版地域おこし協力隊による地域の活動促進  ←⑲ 
＊空き家や遊休農地の活用等による二地域居住の促進               ←⑲ 

＊ちょボラやプロボノなどによる地域とのつながり方の促進           ←⑱ 

＊ＮＰＯ中間支援団体と連携し、オンラインをはじめとしたＩＣＴの活用を支援 
＊コロナ禍を契機に実施される地域をつなぐ取組を支援 

＊合意形成・プロセス重視の仕組みづくりの推進                      ←⑮ 
＊過疎地域での相互補完による地域コミュニティづくりの推進         ←⑯ 
＊時代の変化に合わせた新たな地域のあり方を模索している好事例の横展開 ←⑰ 
＊問題意識などで結びつく｢関心共同体(サードプレイス)｣の活動支援    ←⑰ 

<提言５> 

<提言７> 

<提言６> 

<提言４> 

<提言８> 

<提言２> 

<提言３> 

地域づくりへの参加方法や関わり方の多様化を推進 

(7) 
仕 
組 
み 
づ 
く 
り 
支 
援 

参画と協働の推進方策の策定 （※下線部は前方策からの主な追加・変更箇所） 

２ 



５ 参画と協働による県行政推進の方向（県行政参画・協働推進計画） 

(1) 
情報公開の推進 

(4) 
評価・検証への 
参画機会確保 

(3) 
協働事業の 
機会確保 

(2) 
政策形成への 
参画機会確保 

県民に情報をわかりやすく、主体的に選択できるよう提供 

県行政に県民の意見・提案をつなぐ機会を積極的に確保 

審議会などへの県民の参画機会を拡充 

多様な公民協働の取組を展開 

県行政の評価・検証への県民参画を促進 

＊多様化する広報媒体の特性を踏まえたきめ細かな情報提供 
＊印刷物の編集方法の工夫やＩＣＴを活用した双方向性のある広報の推進←① 
＊広報紙等の市町施設での配布など身近な機会での情報提供の充実 
＊専門人材の活用によるパブリシティ活動の強化 

＊さわやか提案箱など気軽に提案できる機会や県民フォーラムなど対話機会の確保 
＊県民意見提出手続（パブリック・コメント手続）制度の運用促進 

＊委員公募制度の推進 
＊審議会の情報公開を進めるとともに、審議会の運営方法等の工夫 
＊アドバイザー・専門委員などにより県民の広範なニーズを把握し、施策に反映 

＊県の行政施策の推進状況や成果等をわかりやすく公表 
＊インターネットアンケートや県民モニター制度など評価への参画機会の確保 

＊多様な主体の共催事業の推進 
＊指定管理者制度による施設運営の展開 
＊ひょうごアドプトの推進 
＊推進員が円滑に活動できる環境づくりの支援 
＊ふるさとひょうご寄附金による地域活動支援の推進            ←⑫ 
＊企業等との連携協定に基づく協働の推進              ←⑫ 
＊県民が参画できる県広報基盤の充実                      ←⑬ 
＊行政手続・サービスのデジタル化の推進（ＤＸの推進） 

 
 
 

県民生活審議会提言  推進方策 

<提言１> 情報収集・分析・発信する力の強化 
○ＩＣＴ等活用した様々なメディアによる情報収集・発信促進 

 
→① 

(1) 
情報公開の推進 

<提言５> 事業を展開する力の強化 
○寄附・出資、企業協賛等による参画促進 

 
→⑫ (3) 

協働事業の 
機会確保 <提言６> 多様な主体と協働する力の強化 

○地域・団体・企業・大学等多様な主体との協働促進 

 
→⑬ 

 

【参考】 県民生活審議会からの提言 

参画と協働による新しいビジョンの策定と推進 
＊多様な主体の参画によるビジョンの策定 
＊ビジョンの実現に向けた県民主体の取組の推進 

３ 


